
中小企業振興のための施策の提案一覧 

 

第３回振興会議 1 三沢市産業政策課 

No 中小企業振興のための 

施策の実施に関する意見書 
既に実施している主な施策 新たな施策(提案内容) 備   考   欄 

１ 三沢市中小企業振興条例の

周知に関すること 

・三沢市中小企業振興シンポジウム（H29） 

・中小企業向け情報の市 HP への掲載 

①市内およびその周辺地域の教育機関などへの周知など 

 （生徒・学生に対して三沢市の振興条例の役割を周知） 

 

今年度から、小中学校を対象に、「若年者地元定着促進事業」として

市内企業による学校訪問を実施しており、今後においてもその活動を

通して周知に努めたい。 

②中小企業向けの情報の市 HP への掲載 

 該当の HP 閲覧状況について情報開示をお願いしたい。 

 閲覧状況によっては、情報発信の手法を見直す必要があるかもしれない 

閲覧状況については資料２（１Ｐ～４Ｐ） 

③各種広報誌等への掲載 

 

中小企業者向け情報の、広報みさわへの掲載はその都度対応。（紙面

に限りがあり、掲載できないこともある。）掲載例：資料２（５Ｐ） 

④商工会イベント等での PR 

 
どの様なイベントでのＰＲが有効であるか、商工会と検討したい。 

⑤人が集まる場所へのチラシ・パンフ・備え置き等 

 ~条例の趣旨および振興施策の具体的内容をより多くの事業者に認知してもら

い、身近なものであることの啓蒙を図る~ 
検討したい。 

⑥三沢市中小企業振興条例に関する情報の市 HP への掲載は継続しつつ、企業・

一般市民向けのイラスト入り小冊子を作成・配布。 

 

⑦他地域を含めた広域的な（上十三地域等）中小企業振興に関する情報交流シン

ポジウムの開催 

 

十和田市においても、今年度「中小企業振興基本条例」が施行されて

おり、他町村も含めて、お互いに連携してシンポジウムの開催が可能

か、今後検討したい。 

２ 人材の確保に関すること ・UI ターン人材確保事業支援助成金 

・起業化支援事業費補助金 

・三沢市創業セミナー 

・若年者地元定着促進事業 

①例えば東京都や仙台市等で開催される移住・定住の相談会や説明会、県外での

青森県や三沢市の PR において振興条例による補助金等の周知、三沢市での起業

の振興につながる内容。また、それを援助しようという企業等への助成。 

 

県と連携し、首都圏において、年３回程度移住・定住相談会を実施し、

その際補助金等をリーフレットにより情報提供。同行を希望する企業

があった場合には、現行の「UI ターン人材確保事業支援助成金」に

より対応可能。 

②UI ターン人材確保事業支援助成金について 

・UI ターンの人材確保については、人材紹介会社を介して当社も広告を掲載し

ているが、多くの人材紹介会社が成功報酬型である。 

    採用に至った場合、年収の４０％もしくは、一般社員で４０万、管理職で 

６０万の成功報酬が求められるが、初期の広告掲載や契約料の補助ではなく、

採用に至る場合の成功報酬に補助を行うべきと考えます。 

 ・首都圏などからの UI ターン就職希望者への助成金が手薄であると考えます。

他の市町村では、移住準備金１５万、住宅助成金３万、６か月以上雇用した

企業へも１０万などの助成金が存在する。 

 

今年度実施している、UI ターン人材確保事業支援助成金との兼合い

を含めて、どの様な手法がより有効なのかを前向きに検討したい。 

 

また、プロフェッショナル人材の採用に係る人材紹介手数料の一部を

（最大５０万円）補助する、県産業立地推進課の「プロフェッショナ

ル人材確保支援事業費補助金」もご活用いただきたい。 

（※ プロフェッショナル人材：新たな商品・サービスの開発、その

販売の開拓や、生産性の向上などの取組を通じて、企業の成長戦略を

具現化していく人材） 

③婚活補助（婚活事業者との提携、三沢ならではのイベント企画提案、 

イベント参加費補助） 

~事業者の将来の後継者確保、若年者の地元定着の一助~ 

 

上十三・十和田湖広域定住自立圏（構成：十和田市、三沢市、野辺地

町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、おいらせ町、小坂

町）において、婚活パーティー実施を検討中。 



中小企業振興のための施策の提案一覧 

 

第３回振興会議 2 三沢市産業政策課 

２ 人材の確保に関すること ・UI ターン人材確保事業支援助成金 

・起業化支援事業費補助金 

・三沢市創業セミナー 

・若年者地元定着促進事業 

④UIJ ターン人材確保のための専用 Web サイト等の構築。 

 （Web 上で直接就業希望者と面談ができるシステムなど） 

 

移住サイトを構築したところであり、今後、有効な手法を、可能な限

り追加していきたい。直接就業希望者との面談についてはビデオ通話

の活用等、各企業において対応していただきたい。 

⑤三沢市企業紹介情報発信事業 

 雇用のミスマッチ解消のため、企業情報を市役所 HP にて掲載。 

 掲載内容は経営者や若手職員からのメッセージ、職場の雰囲気、会社概要等。 

例）新潟県庁による動画配信サービス 

→動画が陳腐化しないかという懸念。新潟県の成果 

市内中小企業３社を取材し、魅力発信動画として三沢市移住サイトへ

掲載予定。企業概要はもちろん、求人票では伝わりにくい、経営者の

思いや従業員からのメッセージ、職場の雰囲気や環境等を動画にて広

く配信予定。 

⑥創業フォローアップ事業 

 創業後の不安解消、課題解決に向けて、金融機関、行政等がフォローアップを

行う。 

→創業件数と創業後の継続性が鍵。「産み、育てる」取り組みへ。 

市としても、創業後のフォローアップの重要性については認識してお

り、相談窓口を設置し随時受付ているところである。今後においても、

どの様な取組みが有効であるか検討し、県及び金融機関等と連携を図

っていきたい。 

⑦各中学校が各企業へのインターシップを実施しているが、担当教員への三沢市

内企業等の情報を随時提供。 

 

学校側から相談があった場合は随時情報提供している。また、今年度

においては、市内小学校から、ゲストティーチャーとしての派遣依頼

があり、三つのクラスに派遣実施予定。 

⑧企業の若年雇用対策として正社員化実現。 

 

正社員化実現は、社会情勢や経営状況に左右されることから、行政と

しての活動には限界があるが、その推進について検討したい。 

⑨女性労働者の仕事と生活の調和の実現（働き方改革） 

 

働き方改革については、今後においても、国・県のキャンペーン等の

情報発信に努めるとともに、市内の取組事例等を調査し、推進に向け

た施策を検討したい。 

３ 人材の育成に関すること ・資格取得支援事業助成金 

・三沢地区雇用対策協議会負担金・補助金 

・三沢職業能力開発協会職業訓練事業運営費補

助金 

①高校、大学生向けのインターンシップの受け入れの拡充と情報の発信に関する

助成など 

ＮＰＯ法人からの大学生向けインターンシップの受入態勢を充実さ

せるための支援施策情報をキャッチし、今年度試験的に１件実施して

おり、今後においても、情報収集に努め、可能な限り情報提供したい。 

②人材育成に関しては、外部機関などのセミナー等を開催してほしいと考えます。 

http://www.hi.sanno.ac.jp/cp/page/3366 

商工会と企業及び行政で構成する「三沢地区雇用対策協議会」におい

て、セミナーを実施しており、今後においても充実を図っていきたい。 

③三沢市ビジネススクール事業 

常設の教育研修事業。社員研修を企業単独ではなくコミュニティ全体で実施す

る。スクールでの講習は実践的な内容のほかに、野村證券資料にあった通り、人

材競争力で日本に欠けている「外国語能力」等。 

例）青森市等の卸団地で組合員向けに実施しているビジネススクール。 

国際交流教育センターにおいて、英会話講座（国際交流協会委託事業）

を実施しており、こちらを積極的にご活用いただきたい。 

なお、中国語・韓国語についても、事前に相談があれば実施可能。 

（自己負担額：９００円程度／９０分） 

また、グローバルな視野を持った人材の育成のため、現在実施してい

る「グローバル人材セミナー」の継続・充実を図っていきたい。 ④英語・外国語の話せる人材育成（グローバル化対応） 

⑤人口減少対策をも含め、子育て世代女性の活躍を促進する取組。 

（一定の基準ならびに行動計画に沿って実施した事業者への助成ならびに 

対象女性に対する助成制度） 

 

男女共同参画の観点から、市では、女性の活躍を推進する取組みとし

て、「三沢女性まちづくり講座まち×きらきらぼ★」を実施している。 

助成制度については、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を

策定し、行動計画に沿って取組を実施した事業主等を対象とした、青

森労働局の「両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）」がありま

すので、こちらをご活用いただきたい。 

http://www.hi.sanno.ac.jp/cp/page/3366


中小企業振興のための施策の提案一覧 

 

第３回振興会議 3 三沢市産業政策課 

４ 経営方策に関すること ・先端設備等導入計画の認定に係る固定資産税

の特例 

・簡易小口保証特別融資等保証料補給金 

・三沢市産業情報メール 

・経済産業省施策説明会 

①節税効果を得つつ、将来の資金支払の準備が出来る共済制度の紹介 

 何かの機会における説明会開催等 

・小規模企業共済（中小企業基盤整備機構） 

・中小企業退職金共済制度（勤労者退職金共済機構） 

・経営セーフティ共済（中小企業基盤整備機構） 

 

県と協調し、毎年５月に市内企業を対象として融資制度等説明会を実

施しており、この際に左記共済制度等についても説明している。 

②簡易小口資金は、全額補給に対して活性化資金は、半額補給である。 

 ２９年実績は予算に対して△２，６４９千円であり、全額補給にて利用促進を

図ってはどうか？ 

 

保証料補給金については、過去３年実績で最高額が９９２万円であっ

たため、当初で１千万円を予算措置した。しかし、不足が生じること

が予想されたため、３月議会で増額した結果、不要額が生じたもの。 

活性化資金は、他市の動向も勘案し、半額補給を維持したい。 

５ まちづくりに関すること ・市街地リノベーション事業費補助金 

・商工会商工振興事業費補助金 

・協働のまちづくり市民提案事業費補助金 

【・そだなす館の運営による、まちづくり団体 

  の支援】 

・ﾃﾗﾔﾏ･ｱｰﾄﾛｰﾄﾞ街なか演劇事業費補助金(H29) 

①漠然とした表現ですが、賑わい創出に期する、地域特色であるアメリカン 

(三沢らしさ)な国際色より露出・表現のための中心市街地商店街等事業者への助成

制度の創出。 

 

市街地リノベーション事業等により、商店会並びに商工会とともに、

高校生及び大学生の視点も取り入れながら、市街地活性化のためにど

の様な取組みが有効かを検討中。 

②三沢市にしかできない街づくりとは何かをもう一度考えながら、後継者が希望

をもって続けて行かれる街づくり。 

 

③三沢市には、駅・空港があり、温泉が数多く点在。湖・海があるという素晴ら

しい環境があり、まだまだ観光資源を生かせる。 

④中心商店街老朽アーケード撤去と空き店舗ファサード改修支援による、景観イ

メージアップと空き店舗利活用促進。 

 

⑤中心商店街一方通行規制緩和による、交通利便性改善と中心市街地交通安全対

策の両立。 

 

三沢市商工会及び関係機関とともに検討中。 

⑥農水商工連携まちなか産直施設創設展開による、地産地消促進と中心市街地賑

わい空間の創造。 

 

市街地リノベーション事業により、試験的な実施が可能か検討中。 

６ 人口減少対策に関すること ・UI ターン人材確保事業支援助成金 

・若年者地元定着促進事業 

・定住促進事業助成金 

・こども医療費給付事業 

①(No.２と同じ) 

例えば東京都や仙台市等で開催される移住・定住の相談会や説明会、県外での青

森県や三沢市の PR において振興条例による補助金等の周知、 

三沢市での起業の振興につながる内容。また、それを援助しようという企業等へ

の助成。 

 

県と連携し、首都圏において、年３回程度移住・定住相談会を実施し

ており、その際補助金等のリーフレットにより情報提供。同行を希望

する企業があった場合には、現行の「UI ターン人材確保事業支援助

成金」により対応可能。 

②婚活補助(No.２と同じ）婚活事業者との提携、三沢ならではのイベント企画提

案、イベント参加費補助) 上十三・十和田湖広域定住自立圏（構成：十和田市、三沢市、野辺地

町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、おいらせ町、小坂

町）において、婚活パーティー実施を検討中。 
③お見合いの推奨やカップリングパーティー企画積極支援による、結婚に至るま

でのカップリング力向上促進支援。 



中小企業振興のための施策の提案一覧 

 

第３回振興会議 4 三沢市産業政策課 

６ 人口減少対策に関すること ・UI ターン人材確保事業支援助成金 

・若年者地元定着促進事業 

・定住促進事業助成金 

・こども医療費給付事業 

④結婚サポート補助金制度の創設。（資金不足による婚姻の躊躇を解消するため）

【=市内業者発注費を対象とした支援により市内経済活性化と雇用確保にもつな

がる効果】 

  

他市の実施状況等について、情報収集に努めたい。 ⑤不妊治療補助 

 

⑥障害者向けのトライアル雇用助成制度はあるが、若年の就業促進のための就業

者を対象としたトライアル就業助成制度の創出。 

 

⑦栃木県で成功している例で、空き家バンク制度。インターネットに随時新情報

を提供。三沢市内の空き家、リフォーム物件等の掲載により、他県・他町村から

の移住家族の確保。移住者への継続的補助金制度の充実。 

 

現在実施中の「住宅取得支援事業助成金」において、県外からの移住

者については、最大で３３０万円の助成をすることとしており、別途、

継続的補助金制度を導入することは困難である。 

また、市では、「（仮称）空き家対策計画」を作成することとしており、

この計画の中で、空き家バンク制度についても、検討していく。 

⑧若年世帯の「新築一戸建て」から「リノベーション住宅」への転換。 

 

中古住宅の取得には「住宅取得支援事業助成金」を活用し、その後の

リフォーム工事には「建物リフォーム等事業費補助金」を活用してい

ただきたい。 

 ６項目以外  ①健康経営の促進 

~従業員の健康増進施策立案～ 

 サイクリングロードの整備、PR 等 

 

サイクリングロードは既に整備済であることから、企業において従業

員の健康増進に積極的に活用していただきたい。 

市内企業の中にも従業員の健康増進のため、社内で独自の取組を行っ

ている事業者もおり、青森県健康経営事業所の認定を受けている。 

②他県から来た移住者たちとの懇談会の開催。 

中から見た三沢だけではなく、外から見た三沢を知ることからも、これからの魅

力ある住みたい三沢に繋がる足掛かりになるのではないか。 

 

平成２７年に、市外から転入し概ね２０年未満の市民９名を対象とし

て、「市長と語ろう住民懇談会」を開催し、その中で「雨の日や冬場

における子どもの遊び場がない」、「医療費補助してほしい」等の意見

をいただき、子ども館の建設や、中学生まで医療費の無償化を実施し

ている。 

 

 


